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本号の紙面から
診療報酬改定DX対応方針� ２面
全国医政関係主管課長会議� ３面
コロナ報酬特例で疑義解釈� ４面
医療従事者委員会の紹介� ５面
医療DX人材育成プログラム� ６面
医療機関経営状況調査の結果� ７面

「病院DX」が盛んに議論されています

ネットワークセキュリティやスマホ端
末を活用した業務改善は、大事な論点
だと思いますが、「リアルタイムな患者
情報をどう経営に活かすか」という点に
ついては議論が深まりません。

確かに、EFファイルや様式１が作成
され、病院経営のデータ分析は進歩し
ましたが、EFは月単位で作成され、患
者病名や入院経路、手術有無等の属性
情報がまとめられる「様式１」は、退院
後に作成されます。
特に、ケアミックス病院では２ヶ月

近い入院期間の方も多く、様式１を元
に分析を進める場合、直近３ヶ月のデー
タは、すべて揃っていません。
一方、データが揃う３ヶ月以上前の

データ分析を進めても、患者さんは全

て退院されており、ベッドコントロール
や加算／指導算定漏れの改善、人員配
置の妥当性や適切な病床編成の検証な
どについて、「意思決定」が数ヶ月遅れ
ることになります。
最近は入院EFに医師コードを入れる

ことも必須ではなく、医師パフォーマン
スを分析する上で不便を感じることも
あります。
外来では、様式１は存在せず、外来

EFには、来院時間や診察医の情報があ
りません。

病院の患者データは、企業で言う「顧
客データ」です。このデータが、リアル
タイムで把握できず、不足している情
報が多いことに関する具体的な議論が
深まらないことは、非常に残念です。
電子カルテ中の「入院診療計画」や「ア

ナムネ情報」、オーダリングデータ、EF
ファイル作成の週単位化など、患者デー
タをよりリアルタイムで活用するための
具体的且つ実用的な仕組みに関する議
論が不可欠だと考えています。
� （井内徹）

　厚生労働省の「令和６年度の同時報
酬改定に向けた意見交換会」の第２回
が４月19日に開催された。今回のテー
マは、「高齢者施設・障害者施設等に
おける医療」と「認知症」。高齢者施設
などにおいて、利用者を医療機関に退
所させずに、施設内で対応できる医療
のあり方などが議論になった。認知症
については、医療機関での認知症への
対応向上策やできるだけ拘束を行わな
いようにする取組みが議論になった。
　「高齢者施設・障害者施設等におけ
る医療」では、介護医療院や介護老人
保健施設の利用者に、必要な医療が適
切に提供される対応が課題となった。
常勤医師の配置が義務ではない特別養
護老人ホーム、医師の配置が義務では
ない特定施設や認知症対応型グループ
ホームでは、外部からの医療提供のあ
り方がより課題とされた（下図参照）。
　例えば、介護医療院の場合、医療提
供が内包されている施設であり、提供
可能な医療として、酸素療法を行うこ
とのできる施設が約91％、静脈内注射
が約82％、喀痰吸引が84％と高い割合
になっている。一方で、退所者の約
20％が医療機関への退所であり、その
うち一定の割合が、肺炎や尿路感染症
の一般的な疾患であることから、施設
ごとで対応可能な医療ニーズに差があ

る可能性が考えられた。
　日本医師会常任理事の長島公之委員
は、「高齢者施設などへの医療提供は、
基本的には、外部に頼るよりも自施設
での対応をまず考えるべき。外部から
医療提供を行う場合は、在宅療養支援
診療所・病院や地域包括ケア病棟を含
め、高齢者施設などを地域が面として
支える体制が重要」と述べた。健康保
険組合連合会理事の松本真人委員も、
「人材も医療保険財政も厳しい状況な
ので、まずは自施設で最大限の医療機
能を発揮してほしい」とした。
　高額薬剤が増えていることを踏まえ、
基本的な医療提供が介護保険からの給
付となっている介護老人保健施設にお
いて、抗悪性腫瘍剤など医療保険で出
来高算定できる薬剤の拡大を求める意
見や、高齢者施設などへの特定行為研
修を修了した看護師による訪問看護の
積極的な活用を促す意見も出た。
　高齢者施設などの運営基準では、入
所者の病状の急変等に備えるため、あ
らかじめ、協力病院を定めておかなけ
ればならない。この協力病院について、
特定機能病院などを選んでいる施設が
一定数ある。厚労省は、「医療機関の
持つ医療機能と、緊急時の相談対応や
往診等の医療提供など施設や入所者が
求める医療内容が、必ずしも一致しな

い場合がある」と指摘。多くの委員が、
厚労省と問題意識を共有した。
　厚労省からは、医療機関へ退所した
場合の退所先の病床種別について、「地
域包括ケア病棟や回復期リハビリテー
ション病棟等を除いた一般病床が大半
を占めているが、要介護者に適した入
院医療を提供する観点からは、患者の
状態に応じた医療機関との連携を進め
る必要がある」との考えが示された。

老健施設での減薬の取組みを推進
　高齢者施設などにおける薬剤管理に
ついては、高齢者施設などに、ポリ
ファーマシーが懸念される利用者が多
くいることから、常勤の医師や薬剤師
の配置がある施設においては、減薬を
含めた取組みをさらに推進し、その他
の施設では、薬局などの薬剤師が、医
師や施設職員と協働しながら、薬剤管
理指導を行うことが課題となった。
　全国老人保健施設協会会長の東憲太
郎委員は、施設において、かかりつけ
医と連携した減薬などの取組みを評価
する介護報酬のかかりつけ医連携薬剤
調整加算をあげて、「まだ、算定率は
少ないが、薬剤を調整する大事な機会
となるので、算定が増える取組みを
行っていきたい」と強調した。なお、
診療報酬では、かかりつけ医の側で、

介護老人保健施設と連携して、情報共
有し、減薬が行われた場合を評価する
薬剤適正使用連携加算がある。
　感染症対策については、コロナ禍で、
高齢者施設などでクラスターが多く発
生し、施設内で外部からの医療支援を
受けつつ、コロナ患者が療養するとい
う状況が生じた。診療報酬においては、
高齢者施設などへの往診やオンライン
診療を評価する特例が実施されている。
将来的な新興感染症等に備えた感染対
策では、平時から高齢者施設などの感
染予防の能力向上を図りつつ、施設内
で感染が発生した場合の対応として、
医療機関との連携を強化する必要があ
る。その際に、医療機関側が◇感染対
策に関する助言◇職員の派遣を行うこ
とが課題とされた。
　委員からは、2022年度診療報酬改定
で新設した感染対策向上加算などの施
設基準で求められる医療機関間、行政
医などとの連携で、高齢者施設などを
含めることの提案などがあった。
　
医療でも身体拘束減らす取組みを
　認知症への対応については、◇医療
機関・介護保険施設等における認知症
の人への理解や認知症対応力を向上さ
せるための取組み◇多職種で連携しな
がらのBPSDへの対応や未然に防ぐケ
アを推進するための方策◇認知機能や
生活機能などを適切に評価するための
方策◇医療現場等における身体拘束の
問題を含め、適切な認知症ケア提供を
進めるための方策などが課題となった。
　日本慢性期医療協会副会長の池端幸
彦委員は、「介護では身体拘束ゼロを
目指しているのに対し、医療ではやむ
を得ないということになっている。療
養病床ではさまざまな工夫で対応でき
るようになってきた。急性期でも対応
が必要だ」と指摘した。日慢協常任理
事の田中志子委員は、「身体拘束ゼロ
は根性論ではできない」と述べ、マニュ
アルを整備し、評価の定まった方法論
に基づき実施する必要性を強調した。

高齢者施設内で対応できる医療のあり方など議論
厚労省・同時報酬改定に向けた意見交換会 高齢者施設・障害者施設等における医療と認知症をテーマに設定
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　「第８次医療計画」の基本方針が告
示され、作成指針等も都道府県に通知
された。都道府県では、これらの基本
方針や作成指針に則すると共に、地域
の実情に応じて2024年度から始まる
「第８次医療計画」の策定に取り掛かる。
　「第８次医療計画」には、新たに加
えられる「新興感染症」も含め、地域
の医療提供体制全体を視野に入れ記載
項目が多岐にわたる。その中で現行の
医療計画における課題を踏まえてワー
キンググループが設けられ集中的に議

論されたのが、「地域医療構想及び医
師確保計画」、「外来機能報告」、「在宅
医療及び医療・介護連携」、「救急・災
害医療提供体制」等であった。
　これらの計画遂行に当たっては共通
の課題が浮かび上がってくる。そして
注目すべきは、これらが地域に密着し
た中小病院（以下、地域密着型病院）
に関連することが多く含まれているこ
とであり、そのキーワードは、「かか
りつけ医機能」、「在宅医療」である。
　まず2025年までの取組となっている

「地域医療構想」においては、入院医
療の機能分化と連携を進めながらも、
「かかりつけ医機能」や「在宅医療」等
も対象に取り込み2040年に向けたバー
ジョンアップの必要性に言及している。
　さらに「外来機能報告」においては、
実施状況を踏まえて「かかりつけ医機
能を担う医療機関」と、紹介患者中心
の「紹介外来重点医療機関」に大別さ
れることになる。全日病の会員病院の
多くが地域密着型病院であることから
前者に属すると考えられる。
　今後、都市部においても急速に後期
高齢者人口が急増、殊に85歳以上が顕
著となる。この年齢層は当然老化によ
る複数の疾病や障害を併せ持ち治療の

「第8次医療計画」における
地域に密着した中小病院

必要性は高くなるが、ADL低下や認
知症有病率が高く通院困難であるため
在宅医療を必要とする。そのような中、
地域密着型病院は自らも外来診療や在
宅医療に関わるだけではなく、地域の
診療所（かかりつけ医）からの緊急入
院要請にも対応し、地域全体における
「かかりつけ医機能」の向上にも寄与
することが重要になると考えられる。
　また、医療計画においては24時間
365日体制が可能な在宅療養支援病院
が「在宅医療において積極的役割を担
う医療機関」としての指標に位置づけ
られることになり、今後その役割がさ
らに大きくなるのは間違いない。
� （織田正道）

　厚生労働省の「医療DX令和ビジョ
ン2030」推進チームは４月６日、診療
報酬改定DX対応方針案を了承した。
デジタル技術を最大限活用し、医療機
関などの負担の極小化を目指すという
ゴールに向け、医療DX工程表に基づ
き、2024年度から段階的に実現する。
診療報酬改定の施行時期の後ろ倒しを
いつから実施するかについては、中医
協の議論を経て、今夏に決定する。
　診療報酬改定DXでは、４つのテー
マを設定している。具体的には、◇共
通算定モジュールの開発・運用◇共通
算定マスタ・コードの整備と電子点数
表の改善◇標準様式のアプリ化とデー

タ連携◇診療報酬改定施行時期の後ろ
倒し─などがある。
　２年に１度の診療報酬改定では、４
月の実施に間に合わせるため、短期間
の集中的な対応があり、医療機関やベ
ンダなどに大きな負担が発生する。４
月１日の患者負担金の計算に間に合う
ように、ソフトウェアを改修する必要
があり、ソフトウェアのリリース後も、
４月診療分のレセプトの初回請求（５
月10日）までに、国の解釈通知などに
対応しなければならない。
　これらの負担を軽減するため、各ベ
ンダが行っている作業を一つにまとめ
ることが考えられ、その方法として、

診療報酬算定・患者の窓口負担金計算
を行うための全国統一的な電子計算プ
ログラム（共通算定モジュール）の開
発がある。
　共通算定モジュールは、①共通算定
マスタ②計算ロジック③データの標準
化④提供基盤（クラウド原則）の４つ
の要素で構成される。開発範囲は調査
研究事業を踏まえ、関係者で検討する
としている（下図参照）。
　なお、ここでいうマスタとは、プロ
グラムがデータ処理をする際に参照す
る基本ファイルであり、ロジックとは、
プログラムがデータ処理する際の手
順・内容である。マスタについては、

ベンダ各社の創意工夫による競争の要
素があることが留意される。
　導入効果が高いと考えられる中小病
院を対象に提供を開始し、徐々に拡大
する。費用対効果を勘案して、取組み
を加速化する。ベンダに生じる負荷軽
減効果は、運用保守経費などを通じて、
医療機関に確実に還元されるようにす
る。財政効果については、関係団体に
要請するための確固たる根拠づくりの
ため、今夏までに精査・検証するとし
ている。
　また、診療所向けには、一部の計算
機能よりも、総体的なシステム提供に
よる支援のほうが、コスト削減効果が
高いと考えられる。このため、現在、
検討を進めている標準型電子カルテと
一体型のモジュールを組み込んだ標準
型レセコンをクラウド上に構築して、
利用可能な環境を提供することも検討
している。
　厚労省は、診療報酬改定DXについ
て、各取組みを国主導のもと着実に実
施。関係者間で調整の必要が生じた事
項については、国において調整すると
ともに、最大限の財政支援・人的支援
を実施する姿勢も明確にしている。
　今年度からは、診療報酬改定DXタ
スクチームを拡大し、関係者を構成員
とするオープンな議論の場を設置する
とともに、開発・運用主体を支援する。
　開発・運用主体である社会保険診療
報酬支払基金に、共通算定モジュール
の仕様や開発後の運用体制などの検討
チームを設置。一方、地方単独事業公
費マスタの作成や運用ルールについて
の検討は、検討チームのもとに、自治
体や国保連合会を主な構成員に含む作
業チームを設置し、事務局を国保中央
会が担う。
　このような取組みを進め、診療報酬
DXの最終ゴールに向けて、段階的に
取組みを検証する柔軟で機動的な組織
体制も早急に整備するとしている。

診療報酬改定実施の後ろ倒しの時期を今夏に決定
厚労省・医療ＤＸ令和ビジョン2030 診療報酬改定ＤＸ対応方針案を了承

　自由民主党政務調査会の社会保障制
度調査会・デジタル社会推進本部の健
康・医療情報システム推進合同プロ
ジェクチームは４月19日、「医療DX令
和ビジョン2030」の実現に向けた提言
書を岸田文雄総理大臣に提出した。電
子カルテ情報の標準化に関連し、中小
規模を含むすべての医療機関へのクラ
ウドベースの標準型電子カルテの導
入・普及に対し、国が責任を持って取
り組む姿勢を打ち出した。また、診療
報酬改定について、施行時期を数カ月
後ろ倒しにすべきとの考えを示した。
　提言では、医療DXが目指す姿や

PHR（パーソナル・ヘルス・レコード）
の推進、二次利用の促進、ガバナンス
の確保を含めグランドデザインを描い
た上で、具体的に取り組む課題として、
◇全国医療情報プラットフォーム◇電
子カルテ情報の標準化等◇診療報酬改
定DX─をあげている。
　全国医療情報プラットフォームでは、
一時利用について、電子処方箋に続き、
電子カルテ情報共有サービスを早急に
構築し、医療機関間での共有のほか、
自治体システムとも連携し、介護保険、
予防接種、母子保健、公費・地方単独
の医療費助成などの状況の共有も実現

する。電子カルテ情報共有サービスは、
今後３文書６情報に頼ることなく、研
究などに必要な情報や、画像などの
データも収集・共有するとしている。
　電子カルテ情報の標準化等では、ク
ラウドベースの標準型電子カルテシス
テムの開発を最大のミッションとし、
診療報酬改定DXで検討を進めている
共通算定モジュールと連携できるもの
とする。中小規模の医療機関などの負
担が最小限になるよう考慮しつつ、す
べての医療機関への導入・普及を目指
し、その実現は国が責任をもって取り
組むとした。一方、すでに電子カルテ

を導入済みの医療機関の電子カルテ情
報の標準化の取組みは、期間を定めて
集中的に進める。
　診療報酬改定DXは、診療報酬改定
に際しての新規項目の追加やコードの
修正などの負担が、医療現場で大きい
ことから、負担軽減を図ることを目的
とする。その背景には、各ベンダ・医
療機関の運用システムの仕様が異なる
ほか、診療報酬自体が複雑という状況
がある。
　このため、国が責任をもってマスタ
を改善・開発し、早急に提供するとと
もに、点数表のルールの明確化・簡素
化を図る。改定の施行時期についても
数カ月後ろ倒しを検討する。

診療報酬改定の実施時期を数カ月後ろ倒しに
自民党 医療DXの実現に向けた提言書を岸田首相に提出
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　厚生労働省医政局はこのほど、全国
医政関係主管課長会議を開催し、2023 
年度の医療提供体制などに関わる政策
について、都道府県担当者などに向け、
説明を行った。現在国会で審議されて
いる健康保険法等一部改正法案に盛り
込まれているかかりつけ医機能の制度
整備や、第８次医療計画の策定、紹介
受診重点医療機関の決定、医師の働き
方改革などに対する取組みが示された。

かかりつけ医機能の制度整備
　現在、健保法等一部改正法案が国会
で審議中だが、医療提供体制に関連す
る項目に、「医療・介護の連携機能及
び提供体制等の基盤強化」がある。「か
かりつけ医機能について、国民への情
報提供の強化や、かかりつけ医機能の
報告に基づく地域での協議の仕組みを
構築し、協議を踏まえて、医療・介護
の各種計画に反映する」ことや、医療
法人の経営情報データベース構築、医
療法人制度の見直しがある。
　医政局担当者は、「在宅を中心に入
退院を繰り返し、最後は看取りを要す
る高齢者を支える」ために、かかりつ
け医機能が発揮される制度整備が必要
と指摘。医療機関の機能分化を進めて
いる中で、一方に、「高度な手術が必
要な患者、重症の救急患者等の確実な
受入れ」を担う医療機関があり、他方
に、身近な地域における医療・介護の
連携体制を構築する地域包括ケアシス
テムの「結節点」となる医療機関を位
置づけ、それをかかりつけ医機能を担
う医療機関とする考えが示された。
　そのための改革として、「医療機能
情報提供制度の刷新」（2024年４月施
行）と「かかりつけ医機能報告の創設」

（2025年４月施行）の２本柱がある。
　「医療機能情報提供制度の刷新」で
は、かかりつけ医機能を定義した上で、
国民・患者が医療機関を適切に選択で
きるように、医療機能情報提供制度の
充実・強化を図る。医政局担当者は、「報
告する項目を抜本的に見直し、見せ方
についても、現状では各都道府県でま
ちまちであるので、全国統一化し、誰
でもどこでもいつでも適切な医療機関
を探すことのできるシステムを作りた
い」と述べた。
　「かかりつけ医機能報告の創設」で
は、慢性疾患を有する高齢者などを地
域で支えるために必要なかかりつけ医
機能を、医療機関が都道府県に報告す
る。都道府県知事はそれを地域の協議
の場に報告するとともに、公表する。
地域の協議の場では、例えば、在宅医
療や介護との連携など、地域で不足す
るかかりつけ医機能を確保するための
協議を行い、具体的方策を公表する。
それを医療計画や介護保険事業計画に
反映させる。
　具体的なかかりつけ医機能や、協議
の場での協議事項などは、法案成立後
に有識者による会議で、議論されると
した。
　医療法人の経営情報のデータベース
構築では、すべての医療法人から損益
計算書等の経営情報を報告してもらい、
それをデータベース化し、収集した情
報をわかりやすくする属性などに応じ
て、グルーピングした分析結果を公表
する。医政局担当者は、「特に、医療
従事者の給料を把握し、最終的には処
遇改善につなげたい」と述べた。
　地域医療連携推進法人は、「個人立
医療機関・介護事業所等の参加を可能
とする仕組みを導入」する。「現在、地

域医療連携推進法人は全国に33法人あ
り、従業員や許可病床のやり取りや高
額医療機器の共同購入、共同出資など
ヒト・モノ・カネの融通が可能となっ
ている。ただ、個人立医療機関等は個
人資産と法人資産の経理区分が困難で
あるため、「カネの融通を除いた地域
医療連携推進法人を創設する」と、医
政局担当者は説明した。
　持分の定めのない医療法人の移行計
画認定制度の延長等も法案に盛り込ま
れている。医療法人については2007年
度以降、非営利性を徹底する観点から、

「持分あり医療法人」を新設できない。
しかし、それまでに現存していた医療
法人であれば、解散するまで「持分あ
り」が認められている。一方、「持分な
し医療法人」への移行を計画する厚生
労働大臣が認定した医療法人は、優遇
税制を受けられ、その期限が2023年９
月30日までとなっていた。
　見直しでは、この認定医療法人制度
を2026年12月31日まで延長するととも
に、さらなる移行促進のため、認定か
ら３年以内の移行期限を、認定から５
年に緩和する。
　医政局は、かかりつけ医機能の制度
整備と関連する医療機能情報提供制度
の状況も説明した。同制度は2007年４
月から運用されており、提供している
医療情報は約600項目に及ぶ。一方で、

「都道府県ごとに機能や公表方法が異
なる」、「複数の都道府県の同時検索が
できない」などの指摘があり、公表情
報の「粒度」や正確性の確保への対応
も求められている。
　このため、全国統一的な検索サイト
の構築への作業が進んでおり、運用開
始は2024年が予定されている。かかり
つけ医機能報告に基づく情報提供につ
いては、その後の対応となる。さらな
る追加項目の議論も行われている。

2025年以降の地域医療構想
　2024年度から始まる５疾病６事業お
よび在宅医療で構成する第８次医療計
画の国の方針が概ねまとまり、2023年
度中に、各都道府県が計画を策定する
ことになっている。
　第８次医療計画ではコロナ禍を踏ま
え、「新興感染症発生・まん延時にお
ける医療」が新たに追加される。医政
局担当者は、「都道府県の策定に、十
分対応できる時間を確保できるよう、
基本方針等を示す。それに基づいて
2024年度からの第８次医療計画の策定
作業をお願いしたい」と述べた。その
際に、医師確保計画、外来医療計画に
もかかわる計画策定の基本となる二次
医療圏については、「優先的に議論を
行う」ことを求めた。
　地域医療構想については、昨年末に
第８次医療計画に関する検討会が意見
のとりまとめを行っている。2025年ま
では、病床の必要量の推計や考え方な
ど基本的な枠組みは維持し取組みを進
める。データの特性だけでは説明でき
ないほど、病床数と必要量に差が生じ
ている構想区域については、要因の分
析・評価を行い、結果を公表するとと
もに、必要な方策を講じるべきである
としている。
　地域医療構想の中長期的課題は今後
２年で検討し、2024年度に各都道府県
が2026年度からの新たな地域医療構想
を策定する予定としている。
　次期医師確保計画も2024年度からで
あり、現在、医師偏在指標の精緻化な
ど医師確保計画ガイドラインの改正が

行われる。その際に、二次医療圏の設
定が、医師偏在指標と密接にかかわる
ので、優先的な議論が求められた。医
師の働き方改革や地域医療構想の取組
みと一体的に推進する必要性も強調さ
れた。
　予算は、地域医療介護総合確保基金
が中心となる。そのほか、「キャリア
形成プログラム」、「医師少数区域等で
勤務した医師の認定制度」、「妊産婦モ
ニタリング支援事業」などがある。
　2023年度から、地域枠学生などに、
キャリア形成卒前支援プログラムを適
用することになっており、都道府県の
キャリアコーディネーターを対象とし
た統一的なマニュアルを作成するとと
もに、全国のキャリアコーディネー
ターなどからの相談受付や研修などを
行う予算も計上されている。
　「医師少数区域等で勤務した医師の
認定制度」は、2020年度から運用され
ている。医師少数区域などで一定期間、
診療や保健指導に従事したことを厚生
労働大臣から認定された医師は、地域
医療支援病院の管理者として評価され
る。認定医師が勤務する医師少数区域
などの医療機関に対し、研修受講料や
旅費などを補助している。
　「妊産婦モニタリング支援事業」で
は、周産期母子医療センターにおいて、
地域の分娩取扱施設の妊産婦・胎児を、
ICTを活用して遠隔でモニタリングし、
適切な助言を行う体制のための補助事
業を、2023年度も引き続き実施する。
　地域医療介護総合確保基金は、2023
年度予算案で1,736億円（公費）を確保
した。このうち1,029億円が医療分と
なっている。
　事業区分ごとの配分をみると、地域
医療構想関連が200億円で、それとは
別に、地域医療構想を達成するために、
病床減少を伴う病床機能再編や医療機
関の統合などを支援するための195億
円がある。在宅医療や医療従事者の確
保に関する事業には491億円、勤務医
の労働時間短縮のための体制の整備に
関する事業には143億円を充てる。
　これまで各都道府県に配分された分
の未計画額についても、2023年度計画
で積極的に活用できるとの考えも示さ
れた。ただ、医療機関支援のソフト事
業に関して、医療機能の分化・連携と
一体的に行われる事業に限定されるこ
とや、事業の適切性の重点的なヒアリ
ングを事前に行うことが指摘された。

紹介受診重点医療機関を報告
　2020年度に始まった外来医療計画も、
2024年度から見直しとなる。2023年度
においては、外来多数区域における新
規開業者が、地域で不足する医療機能
を担うことの合意が得られた事項を、
都道府県と医師会、市町村が情報共有
しフォローアップを行うことや、医療
機器の共同利用を進める方針が示され
た。
　また、2022年度に外来機能報告が施
行されたが、データ収集におけるプロ
グラムに誤りがあり、医療機関からの
報告が遅れている。医政局担当者は、
今後のスケジュールについて、地域の
協議の場を2023年５月から７月に開催
し、結果をまとめ、紹介受診重点医療
機関となる医療機関が決定した際には、
速やかに報告することを求めた。

医療法人の経営情報データベース
　健保法等一部改正法案に盛り込まれ
た医療法人の経営情報データベース構

かかりつけ医機能の制度整備や医師の働き方改革
厚労省・全国医政関係主管課長会議 2023年度の医療提供体制関連の取組みを説明

築や、医療法人制度の見直しの説明も
あった。また、医療法人の事業報告書
等については、2020年３月に医療法施
行規則を改正し、G-MISへのアップ
ロードによる届出が可能となり、都道
府県がインターネットなどの方法によ
り、閲覧に供する対応が2023年４月か
ら始まっている。

来年度から医師の働き方改革施行
　医師の働き方改革による医師に対す
る時間外労働規制が2024年度から施行
される。
　医政局担当者は、施行に向け、「医
療機関における適正な労務管理の徹底
を促した上で、労働時間短縮に向けた
取組み（タスク・シフト／シェアや
ICTの活用など）の促進・支援や医師
確保、診療体制の見直しを含めた地域
の医療機関の役割分担の見直しに取り
組むとともに、医療勤務環境改善支援
センターなどを通じた勤務環境改善支
援のさらなる強化を図っていただきた
い」と都道府県に求めた。
　特に、連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準の医療機
関の指定に向けては、これまで３回実
施した準備状況調査に基づき、長時間
労働の医師がいる医療機関に対して、
必要な水準の指定申請を促すとともに、
2024年４月までに労働時間の短縮がな
されるように勤改センターを中心に、
個別支援を行うことが都道府県に要請
された。
　その際、「宿日直許可取得の有無が
労働時間や勤務シフトなどとの関係で、
重要な要素になることが考えられるた
め、許可基準に照らし適合する場合に
は、取得に向けた支援をお願いする」
とした。その上で、指定申請受付から
指定までのスケジュール、指定に関す
る体制の整備などの確認を促した。
　2023年度の地域医療介護総合確保基
金でも、勤務医の労働時間短縮に向け
た事業が用意されており、診療報酬の
地域医療体制確保加算の対象とならな
い連携Ｂ・Ｂ水準相当の医療機関に対
して補助される2022年度分の繰り越し
財源が活用できるとされた。
　都道府県知事が指定する連携Ｂ・Ｂ・
Ｃ水準の医療機関の評価は、日本医師
会が担う医療機関勤務環境評価セン
ターが行う。2022年10月から評価セン
ターの受付けが始まっている。申請し
た医療機関の労働時間の実績と労働時
間短縮に向けた取組みを評価センター
が評価し、都道府県と医療機関に評価
結果を通知する。評価結果を受けた医
療機関は、都道府県に申請。都道府県
は医療審議会の意見をきいた上で、指
定を行うという手順になっている。
　このように、医師の働き方改革にお
ける都道府県の役割は大きいが、勤務
環境の改善においては、特に勤改セン
ターの役割が期待されている。厚労省
担当者は、その留意点として、次のよ
うなことを指摘した。
◇医療経営アドバイザー関連経費を含
む運営経費は地域医療介護総合確保基
金を活用できる◇医療労務管理アドバ
イザー関連経費は労働局委託事業と
なっているが、2023年度はこれが強化
されるため、従前以上に労働局との連
携を図り、勤改センターによる個々の
医療機関への積極的な訪問支援を実施
してほしい◇勤改センターの重要性が
大きくなるので、運営協議会を半期ご
とに開催し、運営協議会を構成する団
体から、さらなる協力を得ることに努
めてほしい。
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　2019年12月に来日し、医療法人社団
永生会　永生病院（東京都）で技能実
習３年間を優良に修了した、ベトナム
人のブイ・ミン・ラムさん（現在は特
定技能のビザで同法人にて就労中）が、
今年１月に開催された介護福祉士国家
試験に見事合格した。同試験の受験に
は、36か月以上の実務経験と介護福祉
士実務者研修の修了が義務付けられて

いる中、来日から４年目で最短での合
格となった。
　今回の合格について同法人看護部担
当者は、「ラムさんは来日当初から短
中長期的な目標を明確に持ち、新型コ
ロナ禍によるイレギュラーな環境にも
決して負けなかった。ラムさんの合格
は、今後の外国人職員のモデルケース
となる」と、国家試験の合格を称えた。

ラムさんは、全日病外国人材受入事業
会議が注力する「高度人材育成コース」
出身者で、初めての国家試験合格者と
なった。
　同事業会議（担当役員 山本登）では、
今後も優秀な人材を会員へ提供し、他
との差別化を図り、高度人材育成コー
スに傾注していく予定である。

介護技能実習生(元全日病)が介護福祉士国家試験に合格！
外国人材受入事業会議 「高度人材育成コース」出身者で初の国試合格

ベトナム人看護補助者の
ブイ・ミン・ラムさん

　厚生労働省は４月17日、「新型コロ
ナウイルス感染症の感染症法上の位置
づけの変更に伴う新型コロナウイルス
感染症に係る診療報酬上の臨時的な取
扱いについて」にかかる疑義解釈を事
務連絡した。５月８日以降に、新型コ
ロナの感染症法上の位置づけが５類に
なることに伴い、５月８日から新型コ
ロナ対応の特例的な診療報酬の取扱い
が見直される。厚労省は、３月31日の
事務連絡でその取扱いを示していた。
今回、疑義解釈が出たため、医科関連
の内容を紹介する。

外来で300点を算定できる対応
　外来について、院内トリアージ実施
料（300点）を算定できる「受入患者を
限定しない外来対応医療機関」には、
受入患者を限定しない形に、2023年８
月末までの間に移行する外来対応医療
機関を含めるとされている。算定開始
時点で受入患者を限定している医療機
関は、どのように2023年８月末までに
移行する旨を示せばよいのかという質
問があった。
　その回答は、「受入患者を限定しな
い形での受入れを開始する時期（2023
年〇月から）を示した文書を院内に掲
示すること」となっている。
　院内トリアージ実施料（300点）また
は特定疾患療養管理料の「許可病床数
が100床以上200床未満の病院の場合」
の点数（147点）を算定する場合に必要
な感染予防策とは何かという質問が
あった。
　回答では、「『新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）診療の手引き・第9.0
版』および一般社団法人日本環境感染
学会の『医療機関における新型コロナ
ウイルス感染症への対応ガイド第５
版』等に示す内容に沿って、院内感染
防止等に留意した対応を行うこと」と
している。

感染対策向上加算の施設基準
　感染対策向上加算１の施設基準にお
ける「新興感染症の発生時等に、都道
府県等の要請を受けて感染症患者を受
け入れる体制」について、新型コロナ
の感染症法上の類型変更後において、
どのような保険医療機関が該当するか
という質問があった。
　回答では、現時点においては、2023
年１月１日以降に重点医療機関の指定

を受けていたことがある医療機関のう
ち、過去６カ月以内に新型コロナ感染
症患者（院内クラスターにより感染し
た患者など入院後に新型コロナである
と判断された患者を除く）に対する入
院医療の実績がある医療機関が該当す
るとしている。
　感染対策向上加算２の施設基準にお
ける「新興感染症の発生時等に、都道
府県の要請を受けて…疑い患者を受け
入れる体制」について、新型コロナの
感染症法上の類型変更後において、ど
のような保険医療機関が該当するかと
いう質問があった。
　回答では、現時点においては、地域
の診療所からの要請等に応じて新型コ
ロナを疑う患者を救急患者として診療
し、新型コロナと診断する場合に、必
要に応じて、当該患者の受入れが可能
な体制を確保した上で、過去６カ月以
内に新型コロナ患者（院内クラスター
により感染した患者など入院後に新型
コロナと診断された患者を除く）に対
する入院医療の提供の実績がある医療
機関が該当するとしている。
　なお、「疑義解釈資料の送付につい
て（その１）」（2022年３月31日・厚労省
保険局医療課事務連絡）の問９は廃止
した。
　初診料の注11および再診料の注15に
規定する外来感染対策向上加算ならび
に感染対策向上加算３の施設基準にお
ける「新興感染症の発生時等に、都道
府県等の要請を受けて…発熱患者の診
療等を実施する体制」について、新型
コロナの感染症法上の類型変更後は、
どのように考えればよいかとの質問が
あった。
　回答では、現時点においては、外来
対応医療機関（「新型コロナの感染症
法上の位置づけの変更に伴う医療提供
体制の移行及び公費支援の具体的内容
について」（2023年３月17日付け厚労省
新型コロナウイルス感染症対策推進本
部事務連絡）において示す発熱患者等
の診療に対応する医療機関をいう）で
あって、その旨を公表している医療機
関のうち、受入患者を限定しない、ま
たは受入患者を限定しない形に2023年
８月末までに移行することとしている
ものが該当するとしている。
　なお、「疑義解釈資料の送付につい
て（その１）」（2022年３月31日・厚労省
保険局医療課事務連絡）の問10は廃止

した。

入院調整の評価について
　新型コロナ患者について、入院調整
を行った上で、入院先の医療機関に対
し、診療情報を示す文書を添えて患者
の紹介を行い、診療情報提供料１を算
定する場合、救急医療管理加算１（950
点）を算定できる。当該医療機関が入
院調整を行わず、各都道府県・保健所
設置市・特別区、医療関係団体、他医
療機関、あるいは外部事業者等が入院
調整をした場合に算定は可能かとの質
問があった。
　「算定は不可」との回答であった。
　新型コロナに感染した（疑いがある
場合を含む）医師が無症状であり、自
宅等で療養を行っており、その医師が、
患者に対して電話や情報通信機器を用
いた診療を行う場合、診療報酬を算定
することは可能かとの質問があった。
　回答は「可能」であった。ただし、
情報通信機器を用いた診療を実施する
場合は、「オンライン診療の適切な実
施に関する指針」（2018年３月（2023年
３月に一部改訂））に示される医師の
所在に関し、最低限遵守する事項を遵
守することが求められた。なお、初診
料、再診料または外来診療料注１ただ
し書きに規定する点数を算定する場合
は、情報通信機器を用いた診療を実施
した場所について、事後的に確認可能
な場所であることが求められた。
　介護医療院、介護老人保健施設、地
域密着型介護老人福祉施設、介護老人
福祉施設に入所する者が新型コロナに
感染した場合で、「往診ではなく、看
護職員とともに施設入所者に対してオ
ンライン診療を実施した場合は、救急
医療管理加算１（950点）を算定できる」
とされている。看護職員とは、「介護
医療院等または介護老人福祉施設の看
護職員またはオンライン診療を実施す
る医療機関の看護職員のどちらが対応
してもよいのか」との質問があった。
　回答は、「そのとおり」であった。な
お、当該医療機関の看護職員が当該施
設に赴いて対応する場合、在宅患者訪
問看護・指導料、同一建物居住者訪問
看護・指導料および精神科訪問看護・
指導料は別に算定できない。

高齢者施設からの受入れの評価
　高齢者施設等における施設外への入

院等に係る特例について、「リハビリ
テーション・介護サービスとの連携が
充実した病棟」の要件として「ニ 感染
管理やコロナ患者発生時の対応につい
て、地域の介護保険施設等と連携して
いることが望ましいこと」とある。介
護保険施設等とは具体的にどのような
施設を指すかとの質問があった。
　回答では、介護老人福祉施設、地域
密着型介護老人福祉施設、介護老人保
健施設、介護医療院、介護療養型医療
施設、認知症対応型共同生活介護事業
所、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、
有料老人ホーム、サービス付き高齢者
向け住宅、短期入所生活介護事業所及
び短期入所療養介護事業所が該当する
としている。
　高齢者施設等における施設外への入
院等に係る特例について、同様に、地
域の介護保険施設等との連携について、
具体的にどのような体制を想定してい
るのかとの質問があった。
　回答では、以下が示された。
◇介護保険施設等からの電話等による
相談への対応ができること
◇介護保険施設等に入所する者が新型
コロナに感染した場合について、当該
患者またはその看護に当たっている者
から新型コロナに関連した訴えについ
て往診を緊急に求められ、速やかに往
診しなければならないと判断した場合
に往診を実施できること
◇やむを得ない理由により上記往診の
実施が難しい場合において、オンライ
ン診療ができること
◇介護保険施設等に入所する者が新型
コロナに感染し、往診またはオンライ
ン診療を実施した際に入院の要否の判
断および必要に応じた入院調整（当該
医療機関以外への入院調整も含む）が
できること
　新型コロナの感染症法上の位置づけ
の変更に伴う新型コロナの診療報酬上
の特例の取扱いについて、2023年５月
８日から変更することになった。2023
年５月７日以前より入院している患者
における2023年５月８日以降の特例の
算定について、どのように考えればよ
いかとの質問があった。
　回答では、「2023年５月31日までの
間は、変更前の特例に基づいて算定す
る。なお、2023年６月１日以降は、当
該患者の入院日にかかわらず、変更後
の特例に基づいて算定すること」と
なっている。

コロナの診療報酬特例の見直しで疑義解釈を示す
厚労省・事務連絡 高齢者施設等からの入院等における特例の詳細など

　厚生労働省は４月12日、「新型コロ
ナウイルス感染症の感染症法上の位置
づけ変更による入院調整体制の移行に
向けた医療機関等情報支援システム

（G-MIS）の改修等について」を事務連
絡した。医療機関等情報支援システム

（G-MIS）については、新型コロナの
位置づけ変更後も新型コロナ患者の入
院調整における情報共有のシステムと
して有効であることから、画面の変更
などシステムを改修（４月26日）した
上で、都道府県内での積極的な活用を

促している。
　「地域病床見える化」機能では、都
道府県内の病院、確保病床を有する有
床診療所の受入可能病床を確認するこ
とができる。他の都道府県の情報は閲
覧できない。情報共有の対象者（閲覧

可能な者）は都道府県・市区町村、病
院と、G-MISのIDを所有する診療所、
消防機関、保健所、とりまとめ団体、
その他郡市区医師会・都道府県医師会
等の関係団体となっている。
　空床状況・受入状況の項目として、
◇報告日時◇受入可能病床数（重症者
用は分ける）◇回復後患者用◇入院患
者数◇確保病床数─などを表示する。

コロナの入院調整でG-MISを引続き活用
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シリーズ●全日病の委員会 第13回　医療従事者委員会　井上健一郎委員長に聞く

　全日病の委員会を紹介する本シ
リーズの第13回は、医療従事者委員
会の井上健一郎委員長にご登場いた
だきます。病院事務長研修と看護部
門長研修、多職種リーダー研修の内
容と、今後の研修再編について聞き
ました。

──医療従事者委員会のご活動が目指
すところについて教えてください。
　病院のなかには多くの専門職がい
ます。それぞれの専門職のスキルを高
めるための教育は従来から熱心に行
われてきていましたが、病院を組織と
して運営していくための研修は従来、
あまり行われていなかったのです。組
織を運営できる人材は、自分たち自身
で育成しなければならないという思い
で、全日病では22年前、まず病院事
務長を対象にした研修を始めました。
　その後、看護部門長にも、院長の
右腕となって病院運営に携わっても
らいたいということで、2005年から看
護部門長への研修を始めたのです。
　そうして、病院の運営管理を担える
人材を育成することを目指して、当委
員会では研修に取り組んできています。
　全日病の会員には、病院だけでなく
介護施設を運営されている方も多い
のですが、そうなると、病院だけうま
く運営できればよいというわけではな
く、介護事業も含めた全体最適の視
点をもつことが重要になります。
　組織で働いていますと、つい自分の
所属する部などの組織を守ろうとす
る気持ちが強くなってしまいがちで
す。しかし、みながそうでは病院全体
はうまくまわらない。研修で、組織の
『全体最適』を考えられる人材を育て
ていければ望ましいと思いますね。
──委員構成の特徴は。
　全日病の委員会では珍しく、当委員
会では医師以外の委員が多くなって
います。全日病会員の医師６名、事務
長３名、看護部門長５名で構成されて
います。医師はどうしても、医療や医
局のほうに目が向きやすいのです。し
かし、当委員会には病院運営の全体
がわかっている事務長と、看護管理を
よく知る看護部門の委員がいるので、
この委員会では医師とは別の視点か
らの意見も出てくるのがいいですね。

病院運営に携わる人材を
協会内で育成することを目指す

　そして、病院管理の専門家である
池上直己・慶應義塾大学名誉教授が
特別委員として参加されています。

──現在実施されている、「病院事務
長研修コース」について具体的に教え
てください。
　病院事務長研修コースは、病院事
務長または事務長を目指す方を対象
に実施しており、2023年度には第21
回を迎えます。カリキュラムは、医療
政策の動向や経営戦略、組織管理、財
務会計・管理会計、院内コミュニケー
ション、病院管理機能、人材マネジメ
ント、経営計画策定、共通課題検討
など多岐にわたっています。
　参加者には単元ごとに試験を受け
てもらい、最終的には「自院の経営計
画」を策定してもらいます。さらに、
院長・理事長の意見を踏まえて、ブ
ラッシュアップした経営計画を仕上
げてもらう。そこまでで全13単位、６
カ月です。最後の評価試験に合格さ
れた方を「病院管理士」として認定し
ます。
　そして、研修を修了して６カ月後に
「病院管理士・看護管理士フォロー
アップ研修会」を受講することができ
ます。自院で実際に半年間、経営改革
を実践してみて、どうだったかという
ことを発表する研修会です。病院事
務長研修コースから、このフォロー
アップ研修会までが一つのタームで
すね。
　病院事務長研修で大事なのは、将
来を見据えた課題解決です。“自分た
ちの組織は５年後に、あるいは10年後
にどのようにあるべきか”ということ
をイメージして、そこに向けて何をし
ていくべきかを考えてもらいます。
　各病院には基本的に、組織として目
指すべき理念や考え方があるはずで
す。参加者には、それと現実との
ギャップに目を向け、あるべき姿に近
づくためにどのように経営改革を行う
べきかを考えることに取り組んでもら
います。ですから、参加者の事務長さ
んには、自院の理事長や院長と必ずコ
ミュニケーションをとった上で、経営
計画づくりを進めていただきます。
　病院管理士の資格には更新制度を
設けていまして、昨年度から知識を
アップデートするための「病院管理士
認定更新講座」をスタートしました。
　病院管理士の認定期間は５年間で、
更新には全日本病院学会への参加な
どの要件を満たすことが必要なので
すが、病院管理士認定更新講座の受
講はその認定要件のひとつになって
います。

──「看護部門長研修コース」につい
ても教えていただけますか。
　看護部門長研修コースは、組織の
トップマネジメントの一員として管理、
運営に参画できる看護管理者の育成
を目指す研修です。病院事務長研修
と似ている部分がありますが、看護は
病院のなかでも人数の多い部署なの

事務長研修では経営計画を策定
修了者は「病院管理士」に認定

事務長と看護部門長が
一堂に会して病院経営を議論

で、「離職者を減らすにはどうすべき
か」「看護職にいかにスキルアップし
てもらうか」といった、人材のマネジ
メントに関わる部分も多く学んでいた
だきます。病院事務長研修よりもテー
マは幅広く、問題解決的な取組みも多
くなっていますね。９日間で全７単位
です。
　他団体でも看護管理者向けの研修
は行われているのですが、全日病の研
修では、『病院経営』に関与できる看護
部門長を育成することを目的とすると
ころが他団体と違います。研修では参
加者が策定した経営改善計画を発表
してもらいます。そして、審査に通っ
た方を、看護管理士として認定します。
　研修修了者は、病院事務長研修修
了者と同様にフォローアップ研修会を
受講できます。研修を受講した病院事
務長と看護部門長が、一堂に会して
発表するということが非常に重要な
のです。同じ課題を考えていても立場
が違えば視点が異なることがありま
すから。相互に刺激になっていると思
います。

──「多職種リーダー研修会」はどの
ような研修なのでしょうか。
　病院には理学療法士や臨床検査技
師、診療放射線技師など、たくさんの
コメディカルの職員がいます。彼らは
専門職としてのスキルを磨こうと絶え
ず勉強されていますが、病院の運営を
学ぶという視点は少し弱かったかもし
れません。ただ、多職種協働が重要
になるなかで、彼らコメディカルのな
かにも、その職種のリーダーとなり、
病院経営を考えられる人に育っても
らいたい。目の前の業務だけでなく、
組織全体を見渡し、さらには経営に参
画できるような人材を育成したいとい
う思いがありました。
　これまで病院事務長研修や看護部
門長研修に、コメディカルの方が参加
されたこともあるのですが、新たに研
修を立ち上げようということで、2019
年に多職種リーダー研修会を始めた
のです。対象者は医師以外のすべて
の部門の管理者・リーダークラスまた
はその候補者としており、１施設から
複数名が同時に参加できます。一つの
病院から診療放射線技師、理学療法
士、管理栄養士が一緒に参加された
りしていますね。
　参加者には、グループ討議のあと、
課題解決策を発表してもらうのです
が、非常に有意義な議論をされていま
すよ。

──2022年度診療報酬改定で新設
された「看護補助体制充実加算」を取
得するための研修も実施されています。
　看護補助体制充実加算をとるため
には病棟の看護師長、病棟の全看護
職員、看護補助者のそれぞれが研修
を受ける必要があるのですが、看護職
員と看護補助者の研修は各医療機関
で実施してかまわないことになってい
ます。ただ、看護師長は、国、都道府

コメディカルのリーダーにも
病院運営の視点を

看護補助体制充実加算の師長研修
非会員含め６千人が参加

県または医療関係団体等が主催する
研修を受けることとされていますので、
全日病として2022年２月から準備し
て、「看護補助者の更なる活用のため
の看護管理者研修」を実施しています。
　他団体も同様の研修を実施してい
ますが、全日病の研修は全国的にも規
模が大きいですね。昨年度は6,323名
が修了しました。実はその半分以上
が、非会員の病院からの参加者なん
です。
　運営はヴェクソンインターナショナ
ル株式会社に委託していて、全日病と
しては研修の中身をチェックしながら、
受講者を募集するという事務的な部
分を担っています。
──現在、病院団体のなかでは、病院
で介護を担う看護補助者の位置づけに
ついて、議論があります。
　病院での介護の仕事は“看護の補
助”なのか、という問題がありますよ
ね。病院での職域として「介護」とい
うのがきちんと認められていないため
に、介護職が病院で働けば「看護補助
者」や「看護助手」となってしまう。全
日病の会員は介護施設も運営してい
るところが多いので、このバランスを
いかにとるかは切実な問題だと思い
ます。
　一方、介護職員処遇改善交付金は
介護事業所の介護職にしか交付され
ないという問題もあります。本来なら、
病院・介護事業所で人材をローテー
ションさせることも考えなければいけ
ないのですが、それも難しくなってい
ます。

──今後の取組みを教えてください。
　今後、病院事務長研修と看護部門
長研修、多職種リーダー研修会を再
編成する予定です。対象の職種を限
定せずに、病院の経営管理を目指す
人のための研修会とし、初級編と上級
編というような２段階制にすることを
考えています。
　初級編の研修は、従来の多職種リー
ダー研修会の構成を核とします。上級
編は、従来の病院事務長研修と看護
部門長研修の一部を合わせたような
ものになると思います。８月までに具
体的な中身を固め、2024年度から新
しい研修をスタートさせる予定です。
　また、近年、人材紹介会社の存在
感が増していますので、当委員会では
アンケート調査を行い、現状把握に努
めています。また、人材紹介会社の団
体である日本人材紹介事業協会の医
療系紹介協議会とも交流して、情報
収集を行っているところです。今後
も、会員の皆さんが人材紹介会社を
上手に利用できるよう、情報提供して
いきたいと思っています。
──ありがとうございました。

病院長・看護部門長研修を再編
人材紹介会社の情報提供に取組む

医療従事者委員会・委員
委員長　　　井上健一郎
副委員長　　牧角寛郎
委員　　　　安藝佐香江
委員　　　　大神修一
委員　　　　木下　力
委員　　　　古城資久
委員　　　　斉藤靖枝
委員　　　　坂　俊英
委員　　　　高瀬裕子
委員　　　　高橋素子
委員　　　　髙橋陽子
委員　　　　中村秀俊
委員　　　　仁科盛之
特別委員　　池上直己
特別委員　　萩原正英
担当副会長　織田正道

病院運営に関わる人材の育成に取り組む
2024年度から２段階の経営管理の研修をスタート
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　医療のDX化の遅れが国家的課題と
してクローズアップされ、2022年５月
に「医療DX令和ビジョン2030」の提言
がなされ、2022年10月、官邸で医療
DX（デジタル・トランスフォーメー
ション）推進本部が開催された。これ
を受けて全日本病院協会は、医療DX
推進に対応できる医療機関の人材育
成事業として、自院の実状に合ったシ
ステムやDX戦略が考えられ、価格交
渉も含めたベンダーとの折衝ができ
る能力を有する人材を院内に育てる
といったプログラムを開講する。

　これから日本の病院の電子カルテ
は、電子カルテを導入していない病院
では、後に説明する廉価で高性能な
WEBカルテの導入が急速に普及する。
一方既に電子カルテを導入した病院
では、中小病院から大規模病院の順
番でオンプレミスカルテからWEBカ
ルテへの転換が進んでいくと予想さ
れる。
　日本の病院にこれから必要となる
情報関連人材は、上記の電子カルテ
の改革の流れと自院の電子カルテの
立ち位置を見定め、どのタイミングで
WEBカルテの導入あるいは転換を図
るかの戦略（計画等）を立てられる人
であり、また戦略（計画等）を基に電
子カルテベンダーやネットワークの業
者やクラウドサービスと交渉する能力
がある人である。
　本稿の目的は全日病の医療DX人材
養成プログラムの概要を紹介するこ
とだが、その前に、日本の病院DX改
革のゴールと、現在の病院情報システ
ムの惨状について述べる。

　新型コロナにより、社会では、在宅
勤務が急速に普及した。在宅勤務を
可能にするには、図１に示すように、
①外部接続可能で、会社の基幹システ
ムと会社や家のパソコンとが接続で
きること、②強固なセキュリティーに
基幹システムが守られていることが
最低限必要な条件となる。更に、③モ
バイル端末と情報のやり取りができる
ことと、④音声認識などのクラウド上
サービスを基幹システム上で手軽に利
用できることも、在宅勤務には必要な
条件といえるだろう。このようなこと
を可能にする技術を駆使した情報シ
ステムを用いることにより、社員はイ
ンターネットを介して「いつでも、ど
こでも、安全に」会社のシステムとつ

日本の病院にこれから必要とな
る情報関連人材

日本の病院DX改革のゴール

ながり、「高度なクラウドサービス」を
利用することができる。
　これらを支えるのは、インターネッ
トの利点を最大限に引き出すプラット
フォーム、データベース、ブラウザな
どのWEB技術であり、WEB技術上
に構築された電子カルテを、WEBカ
ルテと呼ぶこととする。図１の「A株
式会社→A病院」、クラウド内の「基幹
システム→電子カルテ」と書き換える
と、図１がWEBカルテの説明図になる。

　日本の病院情報システムの多くは、
図２に示すように「オンプレミス」型
電子カルテと、病院情報システムをイ
ンターネットとつながない「閉域網」
がセキュリティー対策の基本になって
いる。
　「閉域網」とは、インターネットと
接続していないネットワークを意味す
る。21世紀初頭の電子カルテ普及期
は、現在と比べインターネット接続の
メリットも小さく、インターネットと
接続しなければ電子カルテがウイル
スに感染する可能性は限りなくゼロに
近いので、セキュリティーの問題を考
えずにすむ「閉域網」は悪い選択肢で
はなかったように思える。しかし2010
年以降、クラウドサービスを中心とす
るインターネットサービスが急速に発
展し、インターネットと接続できない
ことによるデメリットが日増しに明ら
かになってきている。一方この間ベン
ダーが、（図２）右側に示すように閉域
網に穴を作り、インターネットを介し
て病院情報システムを遠隔で管理す
るようになった。この穴からウイルス
が病院情報システムに入り込むように
なり、穴の開いた閉域網のセキュリ
ティーレベルの低さが、近年露呈する
ようになってきている。「オンプレミ
ス電子カルテ＋穴の開いた閉域網」と
いう日本の標準的な電子カルテシス
テムを有する病院は、「電子カルテ用
端末から利用者がインターネットを
利用できないにもかかわらず、病院情
報システムがウイルス感染の危機に曝
される」という惨状に見舞われている。

　我が国の病院DXの目指すべき方向
は、図２に示した閉域網・オンプレミ
ス電子カルテを、図１に示した世界標
準の技術を用いたWEBカルテに移行
することと言える。ここで日本の病院
関係者が認識しておくべき事実が３
つある。

日本の電子カルテの惨状

日本の病院関係者が認識してお
くべき３つの事実

病院電子カルテに劣り、値段も安いの
で、病院の電子カルテの廉価版と考え
られている方が多いが、実はセキュリ
ティー、多施設とのデータ交換、モバ
イル接続、人工知能などの先端技術と
の相性などは、病院の電子カルテより
WEBカルテであるクリニックの電子
カルテの方が格段に優れている。
　第２は、日本のベンチャー企業の中
に、中小病院用のWEBカルテを構築
した企業が現れ、既に初期費用ゼロ、
月数十万円の利用料のみで使い始め
た病院が出始めていることである。第
１の事実と合わせると、WEBカルテ
の波は、クリニックから中小病院レベ
ルまで広がり始めている。
　第３は、WEBカルテに使用されて
いるインターネットの利点を十分に引
き出した技術は、在宅勤務を実現して
いる会社や、金融、交通、物流など
多くの分野で広く活用されている技
術であることである。一方、それらの
技術が病院用電子カルテに導入され
ていないことにより、日本の病院は、 
WEBカルテが導入された場合より相
当割高な費用を支払いながら、不便で
セキュリティーの脆弱な電子カルテ
を使わざるを得ない状況になってい
る。

　21世紀初頭より他の分野では、DX、
特にWEB化を進めなければ他の企業
に顧客を奪われるので、WEB化の推進
は、企業にとっての死活問題であった。
よって他分野の多くの企業は、大量の
資金を投入し、ベンダーに強い圧力を
かけたので、ベンダーも死に物狂いで
企業のシステムのWEB化を進めた。
　医療の分野では、DXやWEB化を
行わなくとも患者は取られないので、
DXは死活問題ではなく、病院にとっ
て資金を投入して進めるような優先
課題の高い問題ではなかった。よっ
て、電子カルテベンダーもWEB化に
向けた開発を進めないうちに20年の
時が流れ、電子カルテベンダーが知識
のガラパゴス化を起こし、WEB技術
の対応ができなくなったのが、日本の
病院の電子カルテの現状と思われる。
　今、日本の電子カルテベンダーが一
番やりたくないことは、おそらくオン
プレミス・閉域網の電子カルテを
WEB電子カルテに切り替えることで
あるだろう。なぜなら、WEB電子カ
ルテを実現するには、これまで育てて
きた電子カルテのプログラムのほとん
どを捨てて、全面的に作り直しが必要
になるからである。更に、日本の電子
カルテベンダーには、WEBカルテを

なぜ日本の医療WEB化は、進
まないのか

作るのに不可欠なWEB技術に詳しい
技術者がほとんどないからである。
　しかし、日本の病院関係者が認識し
ておくべきことが３つの事実で述べた
ように、電子カルテのWEB化の流れ
は、着実にしかも急速に進んできてお
り、更に国の方針の後押しもあり、大
手の電子カルテベンダーも、WEB化
カルテに舵を切らざるを得ない状況
が、目の前に近づいてきている。

　６月末から始まる「医療DX人材育成
プログラム」の第１の目標は、電子カ
ルテの改革の流れと自院の電子カル
テの立ち位置を見定め、どのタイミン
グでWEBカルテの導入あるいは転換
を図るかの戦略（計画等）を立てられ
る病院内人材の養成である。第２は、
上記の戦略や計画に基づき、電子カ
ルテベンダーやネットワーク・クラウ
ドサービス業者と交渉する能力があ
る人を養成することである。プログラ
ムは、WEBカルテの知識や自院の情
報戦略の立て方を教える構成になっ
ており、上記の目標を目指した内容に
なっている。
　今回のプログラムは、Zoomを利用
したオンライン形式で実施する。本プ
ログラムの所定の課程（全受講時間の
８割以上の出席、３回の確認テスト合
格）を修了した受講者に対し、「全日本
病院協会認定 医療DX責任者」として
認定し、「修了証」を授与する。本プロ
グラムは国が推進する「DX化に対応
する人材育成」への研修要件を満たし
ており、「修了証」は研修証明となる。 
　なお、本プログラムは、厚生労働省 
人材開発支援助成金（事業展開等リス
キリング支援コース）の支援要件を満
たした場合、研修経費や研修期間中
の賃金の一部等の助成を受けること
が可能である。 条件を満たせば、厚
⽣労働省 ⼈材開発⽀援助成⾦「事業
展開等リスキリング⽀援コース」も活
⽤することができ、研修費⽤を⼤幅に
軽減することも可能である。

「医療DX人材育成プログラム」
について

医療DX人材育成プログラム
研修日程：
2023年6月29日~11月30日（全10回）
研修方式：
Zoom によるオンライン研修、1 病
院 3 人まで受講可能であり、シス
テムの担当者、自院の業務フローを
熟知した医療職、経営に関わる方
のチームで参加するのが望ましい
受講料：
２５０, ０００円（会員病院）
５００, ０００円（非会員病院）

医療DX人材育成プログラム

新研修が６月にスタート
病院内で医療DXの戦略を考えられる人材の養成をめざす

全日本病院協会広報委員会・特別委員/国際医療福祉大学・大学院教授　高橋泰
　 第 １ は、 ク リ
ニックの電子カル
テの半数以上が、
既にWEBカルテ
になっており、わ
ず か 月数 万 円の
利 用 料 のみで 問
題なく稼働してい
ることである。ク
リニックのカルテ
の性能（複雑な記
録 内 容 や 要 望に
対応する能力）は

図２　日本の病院の惨状を引き起こしているオンプレミス＋
穴の開いた閉域網

図１　在宅勤務を可能にする４つの必須条件を実現した21世紀の世界標準技術
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2022年度　第12回常任理事会の抄録　３月11日

【主な協議事項】
●正会員として以下の入会を承認した。
　静岡県　　�医療法人社団静岡メディ

カルアライアンス下田メ
ディカルセンター

　　　　　　院　長　　伊藤　和幸
　京都府　　�医療法人社団行陵会京都

近衛リハビリテーション
病院

　　　　　　院　長　　児玉　直俊
　他に退会が３会員あり、正会員は合
計2,544会員となった。
●�新型コロナウイルス感染症に係る寄
附金について説明があり、承認され
た。

【主な報告事項】
●審議会等の報告
　「中医協総会」、「社会保障審議会医
療部会」、「電子処方箋推進協議会」、
「地域医療構想及び医師確保計画に
関するワーキンググループ」、「第８
次医療計画等に関する検討会」、「厚
生科学審議会がん登録部会」の報告
があり、質疑が行われた。

●�ベトナム送出機関等の視察結果・業
務協定等の締結について報告が行わ
れた。
●�会員登録情報の更新について、報告
された。
●�第45回ハワイ研修旅行の実施予定が
報告された。

●病院機能評価の審査結果について
□主たる機能
【３rdG：Ver.2.0】～順不同
◎一般病院１
　群馬県　須藤病院
　兵庫県　三菱神戸病院
　島根県　�益田地域医療センター医師

会病院
　長崎県　泉川病院
◎一般病院２
　福島県　大原綜合病院
　茨城県　�筑波メディカルセンター病

院
　埼玉県　伊奈病院
　東京都　厚生中央病院
　神奈川県　東戸塚記念病院

◎リハビリテーション病院
　北海道　高橋病院
　香川県　�三宅リハビリテーション病

院
◎慢性期病院
　福岡県　赤間病院
◎精神科病院
　熊本県　弓削病院
　２月10日現在の認定病院は合計2,015
病院。そのうち、本会会員は853病院と、
全認定病院の42.3％を占める。

【主な討議事項】
●�新型コロナウイルス感染症に対する
今後の医療提供体制等について討議
した。

　かかりつけ医機能の制度整備などが
盛り込まれている健康保険法等一部改
正法案が国会で審議されている。４月
12日の衆厚労委、13日の衆院本会議で、
自由民主党・公明党・国民民主党の賛
成多数で可決、参院に送付された。
　４月19日には参議院での審議を開始。
４月20日の参厚労委では、全日病理事
の星北斗・自民参院議員が質問した。
　この中で、かかりつけ医機能の制度
整備では、医療機関の管理者が省令で
定めるかかりつけ医機能などを都道府

　全日病はこのほど、日本病院会、日
本医療法人協会との３病院団体合同の
医療機関経営状況調査の結果を明らか
にした。冬の時期にあたる2021年12月
～ 2022年２月の３カ月と2022年12月
～ 2023年２月の３カ月の収支などを
比較している。医業利益、経常利益と

県に報告することが義務化される。都
道府県は、かかりつけ医機能の報告に
基づき、地域での協議の仕組みを構築
し、地域で不足するかかりつけ医機能
などの協議を踏まえて、医療・介護の
各種計画に反映することになっている。
　星議員は、「（かかりつけ医機能の制
度整備の）最初の地点が報告制度とい
うことになる。報告の義務違反には罰
則もあり、医療機関の管理者が報告し
やすい環境整備が大変重要になる」と
指摘した。

もに、赤字病院の割合が増加するなど、
さまざまな指標が悪化していた。2024
年度診療報酬改定が、医療機関の経営
状況を考慮したものになるよう、調査
結果を厚生労働省に提出する。
　調査期間は３月29日～４月５日であ
り、３団体に加盟する4,051病院を対

　これに対して、厚労省榎本医政局長
は、「都道府県の報告命令に、かかり
つけ医機能対象医療機関が応じなかっ
た場合は、過料を課すことができる規
定となっている。義務履行を課す仕組
みは、病床機能報告制度や外来機能報
告制度と同様であり、報告対象医療機
関は有識者会議の議論を経て、省令に
明確に規定する。報告では、医療機関
から協力を頂く必要があり、関係団体
等を通じて、丁寧に周知したい」と回
答した。

象にアンケート調査を実施。４月５日
時点の回答数は690病院、有効回答数
は630病院で、有効回答率は15.6％に
とどまっている。
　2021年12月～ 2022年２月の３カ月と
2022年12月～ 2023年２月の３カ月を
比較すると、医業収益の利益が赤字で

　また、星議員は、医療計画や総合確
保方針をはじめ都道府県が作成する計
画が膨大で「計画疲れ」が起きている
と指摘。計画の整理統合を主張した。
　加藤勝信厚労相は、「地方からも意
見を頂いている。好事例も集めつつ重
複部分を整理し、一体的に計画を策定
する取組みを推進したい」と回答した。

ある病院の割合は73.5％から77.0％に
増加している。経常利益が赤字である
病院の割合は43.3％から51.6％に増加
している。新型コロナ、物価高騰関連
の補助金を除くと、経常利益が赤字病
院の割合は67.8％から72.2％に増加し
ている（左下図参照）。
　これらの結果から、次のような点を
指摘することができる。
◇医業利益の比較では、2021年度、
2022年度ともに赤字病院の割合が７割
を超える
◇2022年度の赤字病院の割合は2021年
度より3.5ポイント増加
◇経常利益の比較では、赤字病院の割
合が2021年度より8.3ポイント増加
◇経常利益からコロナ、物価高騰関連
補助金を除くと、2021年度、2022年度
ともに赤字病院の割合が約７割。2022
年度の赤字病院の割合は2021年度より
4.4ポイント増加
◇医業収益と医業費用の比較で、医業
費用の伸びが医業収益の伸びを上回る
◇電力、ガスなどの水道光熱費が前年
比で４割以上増加
　結果を踏まえ、2021年度と2022年度
ともに赤字病院の割合が７割を超え、
経常利益においても補助金がなければ、
ほとんどの病院が赤字経営となる「異
常な状態にある」と指摘。現在の診療
報酬に構造的な問題があると言わざる
を得ず、「安定的な医療提供体制を確
保するためには、大幅な入院基本料の
引上げが必要である」と訴えている。
　なお、回答病院の特徴をみると、病
床規模では、100～ 199床が最も多く
216病院、次いで、20～ 99床が100病院、
500床以上が89病院となっている。開
設主体別では、医療法人が328病院で
最も多く、次いで自治体が104病院、
その他公的が98病院となっている。地
域別では、関東が最も多く149病院、
次いで、中部が120病院、九州98病院
となっている。

健保法等一部改正案が国会で審議中

2021年度と2022年度の３カ月の比較で赤字病院が増加

参議院厚労委

３病院団体

星議員がかかりつけ医の制度整備で質疑

医療機関経営状況調査の結果を公表
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■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページを参照）
研修会名（定員） 期日【会場】 参加費 会員（会員以外）（税込） 備考

病院医療ソーシャルワーカーと
多職種で取組む入退院支援研修会　

　　　　100名

2023年６月３日（土）
2023年６月４日（日）

【全日病会議室】
22,000円（29,700円）

公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会との共催
により、病院施設における医療ソーシャルワーカーを含
めた多職種を対象とし、集合研修によるワークショップ
形式の研修会を開催する。

「医療事故調査制度への医療機関の
対応の現状と課題」研修会　　　　

　　　　100名
2023年６月18日（日）

【全日病会議室】 11,000円（16,500円）

各病院が院内事故調査を円滑に実施するための考え方と
方法を習得することが目的。プログラムは、医療事故調
査制度の概要のほか、事故を疑う死亡事例発生後の対応、
院外医療事故調査委員会の役割、医療提供側の弁護士の
立場からの講演などで構成されている。

特定保健指導専門研修（食生活改善
指導担当者研修）

40名

2023年６月13日（火）
2023年６月14日（水）
2023年６月15日（木）
2023年６月24日（土）
６月13日～ 15日は WEB 開催
６月24日は全日病会議室

55,000円（66,000円）

特定保健指導の実施者育成を目的に、『厚生労働省告示第十
号』（平成20年１月17日）食生活改善指導担当者研修に該当
する30時間の研修として、「特定保健指導専門研修（食生活
改善指導担当者研修）」を企画した。看護師・栄養士・薬剤
師・助産師・准看護師・歯科衛生士が対象。

業務フロー図作成講習会 　
20病院

2023年７月１日（土）
【全日病会議室】 49,500円（77,000円）

各医療機関における医療の質向上、経営の質向上を目的
として、業務フロー図に関する講習会を継続的に開催し
ている。自院で作成した業務フロー図を元に、業務フ
ロー図作成と修正に関して検討していただく。

特性要因図作成研修会　　　　　　
　　20病院

2023年７月２日（日）
【全日病会議室】 49,500円（77,000円）

医療事故調査制度の根本にある原因究明と再発防止のた
め、業務フロー図に基づく現状把握、ブレーンストーミ
ングによる特性要因図作成によって、改善すべき業務範
囲と主要要因の抽出、それに基づく根本原因分析までを
一貫して、座学、演習、グループ討議する研修会。

院内医療事故調査の指針・
事故発生時の適切な対応研修会　　

　　　　　　70名

2023年７月８日（土）
2023年７月９日（日）

【全日病会議室】
27,500円（33,000円）

各病院が院内事故調査を円滑に実施するための考え方と
方法を演習で習得することを目的に開催。医療事故発生
時の対応について系統的に体験していただくグループ
ワークが中心。

病院管理士・看護管理士
フォローアップ研修会

150名
2023年７月16日（日）
WEB 開催 5,500円

昨年度の事務長研修と看護部門長研修の受講者が、研修
の中で立案した病院の今日的課題の解決方法を発表し、
参加者との間で討議する。本研修は病院管理士の継続要
件③と看護管理士の継続要件②に該当する。

医療安全管理体制相互評価研修会
─病院管理者・幹部が留意すべき
事項─

　　　　　　60名

2023年７月17日（月・祝）
【全日病会議室】　　 16,500円（22,000円）

2018年度診療報酬改定で新設された医療安全対策地域
連携加算に適切に対応するための研修会。制度の理解と
ともに実践を目的とし、今回は、特に、「病院管理者・
幹部が留意すべき事項」に焦点を当てている。

医療事故調査制度事例検討研修会　
　　　　　　　60名

2023年７月23日（日）
【全日病会議室】 13,200円（16,500円）

各病院が院内事故調査を円滑に実施するための考え方と
方法を演習で習得することを目的に開催。発生した医療
事故が医療事故調査制度の対象事例か否かの判断に迷っ
た事例を中心に、事例を選択。e ラーニングによる事前学
習コンテンツのおさらいと質疑、事例に基づくグループ
討議が中心のプログラム。

TQM（総合的質経営）の
医療への適用─医療と社会と法─
研修会【北海道開催】　　　　 40名

2023年７月29日（土）
2023年７月30日（日）

【道特会館】
55,000円（77,000円）

新型コロナを契機とする社会変革を振り返り、情報管理
（個人情報保護、組織の情報資産管理、診療記録管理等）
の切り口で組織運営の意思決定に関わる物事の基本的な
考え方を医療、社会、法のそれぞれの観点から検討する。
２日間にわたり主題に関して全般的な講義とグループ
ワークを行う。

医療 DX 人材育成プログラム
（100医療機関・最大300名）

2023年６月29日（木）～
2023年11月30日（木）
WEB 開催

250,000円（500,000円）

医療 DX 推進に対応できる医療機関の人材育成事業として、
基幹システムや電子カルテ等について、ベンダーに依存せず、
医療機関の実状に合った使い勝手のよい仕組みを整備できる
人材を育てることを目的としたプログラム（本紙６面参照）。

医療安全管理体制相互評価者
養成講習会【運用編】    　　　　

 100名

2023年８月５日（土）
2023年８月６日（日）

【全日病会議室】
27,500円（33,000円）

2018年度診療報酬改定で新設された医療安全対策地域
連携加算に適切に対応するための研修会。現時点で研
修会の開催の受講は施設基準の要件ではないが、それ
を先取りするものとして、制度の理解とともに実践を
目的とする。

医療安全管理者養成課程講習会
第１・２クール（講義）は WEB 開催
　　　　　　　　　　　     200名
第３クール（講義）は会場での開催                   
   　　　　　  １回あたり約100名

第１クール（講義）　
2023年６月24日（土）
　　　  ６月25日（日）
第２クール（講義）
2023年７月21日（金）
　　　  ７月22日（土）
第３クール（演習）【全日病会議室】
①2023年９月９日、10日
②2023年10月７日、８日
③2023年11月11日、12日

87,890円（108,790円）

医療の安全管理・質管理の基本的事項や実務指導に関わ
る教育・研修を行い、組織的な安全管理体制を確立する
知識と技術を身につけた人材（医療安全管理者）を育成・
養成することによって、安全文化を醸成し、医療の質向
上を図ることを目的に開催する。課題を修了した受講者
に対し、医療安全管理者として期間５年間の認定証（「医
療安全対策加算」取得の際の研修証明）を授与する。
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